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会派の正式名称と略称は次のとおりです。

会派名 会派略称

民主党・無所属クラブ・国民新党 民主

自由民主党・無所属の会 自民

国民の生活が第一・きづな 生活

公明党 公明

日本共産党 共産

みんなの党 みんな

社会民主党・市民連合 社民

日本維新の会 維新

改革無所属の会 改会

減税日本 減税

新党大地・真民主 大地

太陽の党 太陽

無所属 無
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Ⅰ 第１８１回国会（臨時会）議案審議等概況

１ 会 期

平成24年10月29日から11月16日までの19日間

２ 議案件数

閣 法 ４３件（成立 ７件、審査未了 ３１件、未付託未了 ５件）

衆 法 ３７件（成立 ２件、審査未了 ３２件、未付託未了 １件、

参議院未付託未了 ２件）

参 法 ２１件（成立 １件、審査未了 ２件、

参議院審査未了 １６件、参議院未付託未了 ２件）

条 約 ７件（審査未了 ７件）

承認を求めるの件 ３件（審査未了 ３件）

承諾を求めるの件 ７件（審査未了 ７件）

決 算 等 １１件（審査未了 ８件、未付託未了 ３件）

決 議 案

委 員 会 １件（決算行政監視委員会）
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Ⅱ 第 1 8 1 回 国 会 （ 臨 時 会 ） 議 案 審 査 経 過

〔閣 法〕 ※太字は成立議案

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

174

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律の一部を改正する法律案（内閣提出、

第174回国会閣法第49号）

経済産業 10/29
審査

未了

176

国会議員の選挙等の執行経費の基準に関す

る法律の一部を改正する法律案（内閣提出、

第176回国会閣法第４号）

倫理選挙 10/29
審査

未了

176
地球温暖化対策基本法案（内閣提出、第176

回国会閣法第５号）
環 境 10/29

審査

未了

177
交通基本法案（内閣提出、第177回国会閣法

第33号）
国土交通 10/29

審査

未了

177

行政機関の保有する情報の公開に関する法

律等の一部を改正する法律案（内閣提出、第

177回国会閣法第60号）

内 閣 10/29
審査

未了

177
国家公務員法等の一部を改正する法律案（内

閣提出、第177回国会閣法第74号）
内 閣 10/29

審査

未了

177
国家公務員の労働関係に関する法律案（内閣

提出、第177回国会閣法第75号）
内 閣 10/29

審査

未了

177
公務員庁設置法案（内閣提出、第177回国会

閣法第76号）
内 閣 10/29

審査

未了

177

国家公務員法等の一部を改正する法律等の

施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

案（内閣提出、第177回国会閣法第77号）

内 閣 10/29
審査

未了

179
刑法等の一部を改正する法律案（第179回国

会内閣提出第13号、参議院送付）
法 務 10/29

審査

未了

179

薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一

部の執行猶予に関する法律案（第179回国会

内閣提出第14号、参議院送付）

法 務 10/29
審査

未了
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

179
国民年金法の一部を改正する法律案（内閣提

出、第179回国会閣法第15号）
厚生労働 10/29

審査

未了

179
労働安全衛生法の一部を改正する法律案（内

閣提出、第179回国会閣法第16号）
厚生労働 10/29

審査

未了

180

国民年金法等の一部を改正する法律等の一

部を改正する法律案（内閣提出、第180回国

会閣法第26号）

厚生労働 10/29 11/14 修正 11/15 修正 11/15 可決 11/16 可決

180
経済社会課題対応事業の促進に関する法律

案（内閣提出、第180回国会閣法第28号）
経済産業 10/29

審査

未了

180

民間資金等の活用による公共施設等の整備

等の促進に関する法律の一部を改正する法

律案（内閣提出、第180回国会閣法第30号）

内 閣 10/29
審査

未了

180

行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律案（内閣提

出、第180回国会閣法第32号）

内 閣 10/29
審査

未了

180

行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律案（内閣提

出、第180回国会閣法第33号）

内 閣 10/29
審査

未了

180
地方公共団体情報システム機構法案（内閣提

出、第180回国会閣法第35号）
内 閣 10/29

審査

未了

180

農山漁村における再生可能エネルギー電気

の発電の促進に関する法律案（内閣提出、第

180回国会閣法第36号）

農林水産 10/29
審査

未了

180
不動産特定共同事業法の一部を改正する法

律案（内閣提出、第180回国会閣法第44号）
国土交通 10/29

審査

未了

180

外国弁護士による法律事務の取扱いに関す

る特別措置法の一部を改正する法律案（内閣

提出、第180回国会閣法第52号）

法 務 10/29
審査

未了

180

国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送の

安全確保に関する法律案（内閣提出、第180

回国会閣法第53号）

国土交通 10/29
審査

未了
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

180

民間の能力を活用した国管理空港等の運営

等に関する法律案（内閣提出、第180回国会

閣法第54号）

国土交通 10/29
審査

未了

180

地域の自主性及び自立性を高めるための改

革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律案（内閣提出、第180回国会閣法第

59号）

総 務 10/29
審査

未了

180
電波法の一部を改正する法律案（内閣提出、

第180回国会閣法第61号）
総 務 10/29

審査

未了

180

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する

条約の実施に関する法律案（内閣提出、第180

回国会閣法第62号）

法 務 10/29
審査

未了

180
特別会計に関する法律の一部を改正する法

律案（内閣提出、第180回国会閣法第63号）
財務金融 10/29

審査

未了

180

エネルギーの使用の合理化に関する法律の

一部を改正する法律案（内閣提出、第180回

国会閣法第69号）

経済産業 10/29
審査

未了

180

ダム事業の廃止等に伴う特定地域の振興に

関する特別措置法案（内閣提出、第180回国

会閣法第70号）

国土交通 10/29
審査

未了

180
独立行政法人通則法の一部を改正する法律

案（内閣提出、第180回国会閣法第79号）
内 閣 10/29

審査

未了

180

独立行政法人通則法の一部を改正する法律

の施行に伴う関係法律の整備に関する法律

案（内閣提出、第180回国会閣法第80号）

内 閣 10/29
審査

未了

180
年金生活者支援給付金の支給に関する法律

案（内閣提出、第180回国会閣法第83号）
厚生労働 10/29 11/14 可決 11/15 可決 11/15 可決 11/16 可決

181

財政運営に必要な財源の確保を図るための

公債の発行の特例に関する法律案（内閣提出

第１号）

財務金融 11/8 11/14 修正 有 11/15 修正 11/15 可決 11/16 可決

181

国家公務員の退職給付の給付水準の見直し

等のための国家公務員退職手当法等の一部

を改正する法律案（内閣提出第２号）

総 務 11/15 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

181

地方公務員等共済組合法及び被用者年金制

度の一元化等を図るための厚生年金保険法

等の一部を改正する法律の一部を改正する

法律案（内閣提出第３号）

総 務 11/15 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決

181
私立学校教職員共済法等の一部を改正する

法律案（内閣提出第４号）
文部科学 11/15 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決

181
自衛隊法等の一部を改正する法律案（内閣提

出第５号）
安全保障 11/15 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決 11/16 可決

181
内閣府設置法の一部を改正する法律案（内閣

提出第６号）

審議

未了

181 人権委員会設置法案（内閣提出第７号）
審議

未了

181
人権擁護委員法の一部を改正する法律案（内

閣提出第８号）

審議

未了

181
地方公務員法等の一部を改正する法律案（内

閣提出第９号）

審議

未了

181
地方公務員の労働関係に関する法律案（内閣

提出第10号）

審議

未了

〔衆 法〕

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

173

政治資金規正法及び政党助成法の一部を改

正する法律案（大口善德君提出、第173回国

会衆法第３号）

倫理選挙 10/29
審査

未了
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

173

児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及

び児童の保護等に関する法律の一部を改正

する法律案（高市早苗君外３名提出、第173

回国会衆法第５号）

法 務 10/29
審査

未了

173

地域住民等による安全で安心して暮らせる

まちづくりの推進に関する法律案（井上信治

君外３名提出、第173回国会衆法第11号）

内 閣 10/29
審査

未了

174
政党助成法の一部を改正する法律案（林幹雄

君外４名提出、第174回国会衆法第２号）
倫理選挙 10/29

審査

未了

174

教育公務員特例法の一部を改正する法律案

（下村博文君外３名提出、第174回国会衆法

第４号）

文部科学 10/29
審査

未了

174
低炭素社会づくり推進基本法案（野田毅君外

４名提出、第174回国会衆法第７号）
環 境 10/29

審査

未了

174
北海道観光振興特別措置法案（佐田玄一郎君

外４名提出、第174回国会衆法第11号）
国土交通 10/29

審査

未了

174
気候変動対策推進基本法案（江田康幸君提

出、第174回国会衆法第15号）
環 境 10/29

審査

未了

174
公職選挙法の一部を改正する法律案（村田吉

君外４名提出、第174回国会衆法第18号）
倫理選挙 10/29

審査

未了

174
国際平和協力法案（中谷元君外４名提出、第

174回国会衆法第24号）
安全保障 10/29

審査

未了

174

国際緊急援助隊の派遣に関する法律の一部

を改正する法律案（中谷元君外４名提出、第

174回国会衆法第25号）

安全保障 10/29
審査

未了

174
自衛隊法の一部を改正する法律案（小野寺五

典君外７名提出、第174回国会衆法第31号）
安全保障 10/29

審査

未了

174
国家公務員法の一部を改正する法律案（井上

信治君外６名提出、第174回国会衆法第32号）
内 閣 10/29

審査

未了

174
離島航路航空路整備法案（武部勤君外４名提

出、第174回国会衆法第34号）
国土交通 10/29

審査

未了
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

174

農業等の有する多面的機能の発揮を図るた

めの交付金の交付に関する法律案（加藤紘一

君外４名提出、第174回国会衆法第35号）

農林水産 10/29
審査

未了

176

国家公務員法等の一部を改正する法律案（河

野太郎君外６名提出、第176回国会衆法第５

号）

内 閣 10/29
審査

未了

176
幹部国家公務員法案（河野太郎君外６名提

出、第176回国会衆法第６号）
内 閣 10/29

審査

未了

176

地下水の利用の規制に関する緊急措置法案

（高市早苗君外13名提出、第176回国会衆法

第17号）

国土交通 10/29
審査

未了

177

農業の担い手の育成及び確保の促進に関す

る法律案（宮腰光寛君外６名提出、第177回

国会衆法第10号）

農林水産 10/29
審査

未了

177

児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及

び児童の保護等に関する法律の一部を改正

する法律案（辻惠君外２名提出、第177回国

会衆法第23号）

法 務 10/29
審査

未了

177

国民の祝日に関する法律の一部を改正する

法律案（野田毅君外２名提出、第177回国会

衆法第31号）

内 閣 10/29
審査

未了

177
アレルギー疾患対策基本法案（江田康幸君外

２名提出、第177回国会衆法第32号）
厚生労働 10/29

審査

未了

180

行政改革の総合的かつ集中的な実行に関す

る法律案（長妻昭君外15名提出、第180回国

会衆法第７号）

内 閣 10/29
審査

未了

180
刑法の一部を改正する法律案（高市早苗君外

３名提出、第180回国会衆法第14号）
法 務 10/29

審査

未了

180
国土強靱化基本法案（二階俊博君外10名提

出、第180回国会衆法第15号）
国土交通 10/29

審査

未了

180
南海トラフ巨大地震対策特別措置法案（二階

俊博君外16名提出、第180回国会衆法第26号）
国土交通 10/29

審査

未了



―
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―

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

180

衆議院小選挙区選出議員の選挙区間におけ

る人口較差を緊急に是正するための公職選

挙法及び衆議院議員選挙区画定審議会設置

法の一部を改正する法律案（細田博之君外２

名提出、第180回国会衆法第27号）

倫理選挙 10/29 11/15 可決 11/15 可決 11/15 可決 11/16 可決

180
公職選挙法の一部を改正する法律案（村田吉

君外３名提出、第180回国会衆法第29号）
倫理選挙 10/29

審査

未了

180

地方公務員の政治的中立性の確保のための

地方公務員法等の一部を改正する法律案（平

井たくや君外４名提出、第180回国会衆法第

32号）

総 務 10/29
審査

未了

180

医薬品等行政評価・監視委員会設置法案（岡

本充功君外１名提出、第180回国会衆法第35

号）

厚生労働 10/29
審査

未了

180

大都市制度に関する提案に係る手続に関す

る法律案（逢坂誠二君外４名提出、第180回

国会衆法第36号）

総 務 10/29
審査

未了

180
公職選挙法の一部を改正する法律案（村田吉

君外２名提出、第180回国会衆法第37号）
倫理選挙 10/29

審査

未了

180
脱原発基本法案（山岡賢次君外12名提出、第

180回国会衆法第39号）
経済産業 10/29

審査

未了

181

公職選挙法及び衆議院議員選挙区画定審議

会設置法の一部を改正する法律案（安住淳君

外３名提出、衆法第１号）

倫理選挙 11/14 11/15 修正 11/15 修正
審議

未了

181

公職選挙法及び衆議院議員選挙区画定審議

会設置法の一部を改正する法律案（牧義夫君

外３名提出、衆法第２号）

審議

未了

181

国会議員の歳費及び期末手当の臨時特例に

関する法律の一部を改正する法律案（渡辺周

君外４名提出、衆法第３号）

議院運営 11/15 11/15 可決 11/15 可決 11/16 可決 11/16 可決

181

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法

律及び裁判官弾劾法の一部を改正する法律

案（渡辺周君外６名提出、衆法第４号）

議院運営 11/15 11/15 可決 11/15 可決
審議

未了



―
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―

〔参 法〕

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

176

インド洋におけるテロ対策海上阻止活動及

び海賊行為等対処活動に対する補給支援活

動の実施に関する特別措置法案（佐藤正久君

外１名提出、第176回国会参法第１号）

審査

未了

176

子宮頸がん予防措置の実施の推進に関する

法律案（松あきら君外５名提出、第176回国

会参法第３号）

審査

未了

177

会計検査院法及び予算執行職員等の責任に

関する法律の一部を改正する法律案（林芳正

君外７名提出、第177回国会参法第７号）

審査

未了

177

国家公務員等が不正に資金を保管するため

に虚偽の請求書の提出を要求する行為等の

処罰に関する法律案（林芳正君外７名提出、

第177回国会参法第８号）

審査

未了

177

東日本大震災に対処するための私立の学校

等の用に供される建物等の災害復旧等に関

する特別の助成措置等に関する法律案（橋本

聖子君外６名提出、第177回国会参法第21号）

文部科学 10/29
審査

未了

180

歳入庁の設置による内国税並びに労働保険

料及び年金保険料等の徴収に関する業務の

効率化等の推進に関する法律案（中西健治君

提出、第180回国会参法第９号）

審査

未了

180
道州制への移行のための改革基本法案（江口

克彦君提出、第180回国会参法第14号）

審査

未了

180

平成23年東京電力原子力事故に係る健康調

査等事業の実施等に関する法律案（加藤修一

君外８名提出、第180回国会参法第15号）

審査

未了

180

内閣総理大臣の指名に係る国民投票制度の

創設に関する法律案（松田公太君提出、第180

回国会参法第17号）

審査

未了



―
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

公布日

（法律番号）

180
資源の確保の推進に関する法律案（片山さつ

き君外５名提出、第180回国会参法第23号）

審査

未了

180

公職の選挙におけるインターネットの活用

の促進を図るための公職選挙法の一部を改

正する等の法律案（松田公太君提出、第180

回国会参法第24号）

審査

未了

180

無人国境離島の適切な管理の推進に関する

法律案（山谷えり子君外２名提出、第180回

国会参法第25号）

審査

未了

180
首都直下地震対策特別措置法案（脇雅史君外

４名提出、第180回国会参法第28号）

審査

未了

180
雨水の利用の推進に関する法律案（国土交通

委員長提出、第180回国会参法第29号）
国土交通 10/29

審査

未了

180
下水道法等の一部を改正する法律案（武内則

男君外４名提出、第180回国会参法第30号）

審査

未了

180

放射線業務従事者の被ばく線量の管理に関

する法律案（加藤修一君外８名提出、第180

回国会参法第31号）

審査

未了

180

化学物質による子どもの健康への悪影響の

防止のための調査その他の施策の推進に関

する法律案（加藤修一君外７名提出、第180

回国会参法第32号）

審査

未了

180
防災・減災体制再構築推進基本法案（木庭健

太郎君外１名提出、第180回国会参法第34号）

審査

未了

180
公職選挙法の一部を改正する法律案（一川保

夫君外３名提出、第180回国会参法第36号）
倫理選挙 10/29 11/15 可決 11/15 可決 11/15 可決 11/16 可決

181

公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高

等学校等就学支援金の支給に関する法律の

一部を改正する法律案（義家弘介君提出、参

法第１号）

審議

未了

181

特定国境離島地域の保全及び振興に関する

特別措置法案（佐藤正久君外２名提出、参法

第２号）

審議

未了
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〔条 約〕

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

180

投資の促進及び保護に関する日本国政府とパプ

アニューギニア独立国政府との間の協定の締結

について承認を求めるの件（第180回国会条約第

１号）

外 務 10/29
審査

未了

180

投資の自由化、促進及び保護に関する日本国とコ

ロンビア共和国との間の協定の締結について承

認を求めるの件（第180回国会条約第２号）

外 務 10/29
審査

未了

180

脱税の防止のための情報の交換及び個人の所得

に対する租税に関する二重課税の回避のための

日本国政府とジャージー政府との間の協定の締

結について承認を求めるの件（第180回国会条約

第３号）

外 務 10/29
審査

未了

180

租税に関する情報の交換及び個人の所得に対す

る租税に関する二重課税の回避のための日本国

政府とガーンジー政府との間の協定の締結につ

いて承認を求めるの件（第180回国会条約第４号）

外 務 10/29
審査

未了

180

所得に対する租税に関する二重課税の回避及び

脱税の防止のための日本国とポルトガル共和国

との間の条約の締結について承認を求めるの件

（第180回国会条約第５号）

外 務 10/29
審査

未了

180

租税に関する相互行政支援に関する条約及び租

税に関する相互行政支援に関する条約を改正す

る議定書の締結について承認を求めるの件（第

180回国会条約第６号）

外 務 10/29
審査

未了

180

国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約

の締結について承認を求めるの件（第180回国会

条約第７号）

外 務 10/29
審査

未了
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〔承 認〕

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

177

地方自治法第156条第４項の規定に基づき、管区

国家公務員局及び沖縄国家公務員事務所の設置

に関し承認を求めるの件（内閣提出、第177回国

会承認第６号）

内 閣 10/29
審査

未了

180

特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法第５

条第１項の規定に基づき、特定船舶の入港禁止の

実施につき承認を求めるの件（内閣提出、第180

回国会承認第３号）

国土交通 10/29
審査

未了

180

外国為替及び外国貿易法第10条第２項の規定に

基づき、北朝鮮を仕向地とする貨物の輸出及び北

朝鮮を原産地又は船積地域とする貨物の輸入に

つき承認義務を課する等の措置を講じたことに

ついて承認を求めるの件（内閣提出、第180回国

会承認第４号）

経済産業 10/29
審査

未了

〔承 諾〕

衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

180

平成23年度一般会計東日本大震災復旧・復興予備

費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その

１）（承諾を求めるの件）（第180回国会、内閣提

出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

180

平成23年度一般会計予備費使用総調書及び各省

各庁所管使用調書（その１）（承諾を求めるの件）

（第180回国会、内閣提出）

決算行政監視 10/29
審査

未了
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衆 議 院 参 議 院

委 員 会 本 会 議 委 員 会 本 会 議提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日
審査

結果

附帯

決議
議決日

審議

結果
議決日

審査

結果
議決日

審議

結果

180

平成23年度特別会計予算総則第17条第１項の規

定による経費増額総調書及び各省各庁所管経費

増額調書（その１）（承諾を求めるの件）（第180

回国会、内閣提出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

180

平成23年度一般会計東日本大震災復旧・復興予備

費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その

２）（承諾を求めるの件）（第180回国会、内閣提

出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

180

平成23年度一般会計予備費使用総調書及び各省

各庁所管使用調書（その２）（承諾を求めるの件）

（第180回国会、内閣提出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

180

平成23年度特別会計予備費使用総調書及び各省

各庁所管使用調書（承諾を求めるの件）（第180回

国会、内閣提出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

180

平成23年度特別会計予算総則第17条第１項の規

定による経費増額総調書及び各省各庁所管経費

増額調書（その２）（承諾を求めるの件）（第180

回国会、内閣提出）

決算行政監視 10/29
審査

未了

〔決算・国有財産等〕

＜決 算＞

衆 議 院

委 員 会 本 会 議
提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日 審査結果 議決日 審議結果

参 議 院

平成21年度一般会計歳入歳出決算

平成21年度特別会計歳入歳出決算

平成21年度国税収納金整理資金受払計算書
176

平成21年度政府関係機関決算書

決算行政監視 10/29 審査未了



―
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衆 議 院

委 員 会 本 会 議
提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日 審査結果 議決日 審議結果

参 議 院

平成22年度一般会計歳入歳出決算

平成22年度特別会計歳入歳出決算

平成22年度国税収納金整理資金受払計算書
179

平成22年度政府関係機関決算書

決算行政監視 10/29 審査未了

平成23年度一般会計歳入歳出決算

平成23年度特別会計歳入歳出決算

平成23年度国税収納金整理資金受払計算書
181

平成23年度政府関係機関決算書

審議未了

＜国有財産＞

衆 議 院

委 員 会 本 会 議
提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日 審査結果 議決日 審議結果

参 議 院

176 平成21年度国有財産増減及び現在額総計算書 決算行政監視 10/29 審査未了

176 平成21年度国有財産無償貸付状況総計算書 決算行政監視 10/29 審査未了

179 平成22年度国有財産増減及び現在額総計算書 決算行政監視 10/29 審査未了

179 平成22年度国有財産無償貸付状況総計算書 決算行政監視 10/29 審査未了

181 平成23年度国有財産増減及び現在額総計算書 審議未了

181 平成23年度国有財産無償貸付状況総計算書 審議未了

＜ＮＨＫ決算＞

衆 議 院

委 員 会 本 会 議
提出

回次
議 案 件 名

付託委員会 付託日 議決日 審査結果 議決日 審議結果

参 議 院

177

日本放送協会平成21年度財産目録、貸借対照表、

損益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・

フロー計算書

総 務 10/29 審査未了

180

日本放送協会平成22年度財産目録、貸借対照表、

損益計算書、資本等変動計算書及びキャッシュ・

フロー計算書

総 務 10/29 審査未了
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〔決議案〕

＜委員会決議＞

衆 議 院提出

回次
議 案 件 名

委 員 会 議決日

181 東日本大震災復興予算の使途に関する決議 決算行政監視 11/15
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Ⅲ 両院通過議案要旨及び衆議院の委員会における附帯決議等

【総務委員会】

○国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公務員退職手当

法等の一部を改正する法律案（内閣提出第２号）要旨

本案は、民間における退職給付の支給の実情に鑑み、退職手当の額を引き下

げるとともに、公務員共済の職域加算額の廃止に伴う退職等年金給付の導入及

び職域加算額の廃止に伴う経過措置を講ずる等の措置を講じようとするもので、

その主な内容は次のとおりである。

一 国家公務員退職手当法本則の基本額の規定により計算した額に乗じる調整

率を100分の104から100分の87に段階的に引き下げること。

二 各省各庁の長等は、定年前に退職する意思を有する職員の募集をできるこ

ととする等、早期退職者の募集及び認定の制度を設けるほか、定年前早期退

職者に対する退職手当の特例措置を拡充すること。

三 国家公務員共済組合法に基づく退職等年金給付として退職年金、公務障害

年金及び公務遺族年金を設け、退職年金は、終身退職年金及び有期退職年金

とし、保険料率に上限を設けること。

四 組合員が懲戒処分を受けたとき等一定の場合に給付の制限を行うこととす

ること。

五 共済年金の職域加算額の廃止に伴い、施行日前の組合員期間を有する未裁

定者に対する経過措置を規定すること。

六 この法律は、一部の規定を除き、平成25年１月１日から施行すること。

○地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生

年金保険法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第

３号）要旨

本案は、公務員共済の職域加算額の廃止に伴う退職等年金給付の導入及び職

域加算額の廃止に伴う経過措置を講ずる等の措置を講じようとするもので、そ

の主な内容は次のとおりである。

一 地方公務員等共済組合法に基づく退職等年金給付として退職年金、公務障

害年金及び公務遺族年金を設け、退職年金は、終身退職年金及び有期退職年

金とし、保険料率に上限を設けること。

二 組合員が懲戒処分を受けたとき等一定の場合に給付の制限を行うこととす
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ること。

三 共済年金の職域加算額の廃止に伴い、施行日前の組合員期間を有する未裁

定者に対する経過措置を規定すること。

四 この法律は、一部の規定を除き、平成27年10月１日から施行すること。
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【財務金融委員会】

○財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律

案（内閣提出第１号）要旨

本案は、最近における国の財政収支が著しく不均衡な状況にあることに鑑み、

平成24年度の一般会計の歳出の財源に充てるため、同年度における公債の発行

の特例に関する措置を定めるとともに、平成24年度及び平成25年度において、

基礎年金の国庫負担の追加に伴いこれらの年度において見込まれる費用の財源

を確保するため、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行

うための消費税法の一部を改正する等の法律（平成24年法律第68号。以下「税

制抜本改革法」という。）の施行により増加する消費税の収入により償還され

る公債（以下「年金特例公債」という。）の発行に関する措置を定めるもので、

その主な内容は次のとおりである。

一 平成24年度における特例公債の発行等

平成24年度の一般会計の歳出の財源に充てるため、財政法第４条第１項た

だし書の規定による公債及び年金特例公債のほか、予算をもって国会の議決

を経た金額の範囲内で、公債を発行することができること等とすること。

二 平成24年度及び平成25年度における年金特例公債の発行等

１ 平成24年度及び平成25年度における基礎年金の国庫負担の追加に伴い見

込まれる費用の財源を確保するため、財政法第４条第１項の規定にかかわ

らず、当該各年度の予算をもって国会の議決を経た金額の範囲内で、年金

特例公債を発行することができること。

２ 年金特例公債についての償還及び平成26年度以降の利子の支払に要する

費用の財源は、税制抜本改革法の施行により増加する消費税の収入をもっ

て充てること。

３ 年金特例公債については、平成45年度までの間に償還すること。

三 施行期日

この法律は、公布の日から施行すること。

（修正要旨）

一 平成24年度から平成27年度までの間の各年度における特例公債の発行等

１ 政府は、財政法第４条第１項ただし書等の規定により発行する公債のほ

か、平成24年度から平成27年度までの間の各年度の一般会計の歳出の財源

に充てるため、当該各年度の予算をもって国会の議決を経た金額の範囲内

で、公債を発行することができることとすること。
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２ １の公債の発行は、当該各年度の翌年度の６月30日までの間、行うこと

ができることとすること。この場合において、当該各年度の翌年度の４月

１日以後発行される１の公債に係る収入は、当該各年度所属の歳入とする

こと。

二 特例公債の発行額の抑制

政府は、一１の公債を発行する場合においては、中長期的に持続可能な財

政構造を確立することを旨として、各年度において一１の公債の発行額の抑

制に努めるものとすること。

三 平成24年度予算の見直し

政府は、平成24年度の補正予算において、政策的経費を含む歳出の見直し

を行い、同年度において一１の公債の発行額を抑制するものとすること。

（附帯決議）

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一 本委員会の修正により、政府は平成24年度から平成27年度にわたる特例公

債の発行が可能となるが、これは成立した予算を円滑に執行することで、国

民生活の安定を確保し、経済活動に混乱を招かないための時限的な措置であ

る。政府は、この本委員会の修正の趣旨を踏まえ、いやしくも財政規律を緩

め、特例公債の発行を野放図に認めることは一切ないよう財政運営を行うこ

と。特に、修正後の附則第２項の規定を遵守するものとすること。

一 財政規律の維持、特例公債発行額の抑制は、財政民主主義に基づく国会、

とりわけ予算議決に関する優越を有する本院の責務であり、権能であること

を踏まえ、平成24年度から平成27年度までの特例公債の発行に当たっては、

予算審議の中で、より慎重かつ丁寧な議論に臨むので、政府は、財政規律の

維持の観点から、十分な説明責任を果たすこと。

一 政府は、プライマリーバランスについて、平成27年度までにその赤字の対

ＧＤＰ比を平成22年度の水準から半減し、平成32年度までに黒字化する目標

について、その実現に向けて万全を尽くすため、中長期の財政健全化への道

筋について、法制化を含め検討すること。
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【文部科学委員会】

○私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律案（内閣提出第４号）要旨

本案は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律附則第２条の規定等を踏まえ、私立学校教職員共済制度の職域加

算額の廃止に伴う退職等年金給付の導入及び職域加算額の廃止に伴う経過措置

等のための規定の整備を図るもので、その主な内容は次のとおりである。

一 私立学校教職員共済制度の給付として、退職等年金給付を設け、その種類

は、退職年金、職務障害年金及び職務遺族年金とすること。

二 退職等年金給付の支給要件及び額の算定方法等については、国家公務員共

済組合法の関係規定を準用すること。

三 退職等年金給付に関する業務は、日本私立学校振興・共済事業団が行い、

当該業務に係る経理については、他の業務に係る経理と区分して整理するこ

と。

四 被用者年金の一元化により廃止される職域加算額の経過措置について規定

すること。

五 所要の関係規定の整備を行うこと。

六 施行期日は、一部の規定を除き、平成27年10月１日とすること。
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【厚生労働委員会】

○国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案（内閣提出、

第180回国会閣法第26号）要旨

本案は、平成24年度及び平成25年度における基礎年金に係る国庫負担割合に

ついて、年金特例公債の発行による収入金を活用した財源の確保により２分の

１とする等の措置を講ずるとともに、平成12年度以降の各年度における年金額

等の改定の特例措置による年金額等の水準について、段階的に適正化を図ろう

とするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 国庫は、基礎年金に係る国庫負担について、平成24年度及び平成25年度に

おいて、３分の１に1,000分の32を加えた率（36.5％）の国庫負担割合に基

づく負担額のほか、年金特例公債の発行による収入金を活用し、当該額と２

分の１の国庫負担割合に基づく負担額との差額に相当する額を負担するもの

とすること。

二 国民年金の保険料免除期間を有する者の老齢基礎年金の額の計算に関して、

平成24年４月から平成26年３月までの期間に係る保険料全額免除期間の月数

を保険料納付済期間の月数の２分の１と算定する等の措置を講ずるものとす

ること。

三 年金額の改定の特例措置に基づく年金額について、物価変動率等を基準と

する改定と併せて、平成24年度は0.9％、平成25年度は0.8％の適正化が図ら

れるよう改定する措置を講じ、平成26年度以降は、年金額の改定の特例措置

に係る規定は適用しないものとすること。

四 児童扶養手当等の手当額の改定の特例措置に基づく平成24年度及び平成

25年度の手当額について、物価変動率を基準とする改定と併せて、それぞれ

0.6％の適正化が図られるよう改定する措置を講じ、平成26年度以降は、手

当額の改定の特例措置に係る規定は適用しないものとすること。

五 この法律は、一部を除き、公布の日又は財政運営に必要な財源の確保を図

るための公債の発行の特例に関する法律第３条の規定の施行の日のいずれか

遅い日から施行すること。なお、三及び四については平成24年10月１日から

施行すること。

なお、一、二及び五は、内閣修正に係るものである。

（修正要旨）

一 年金額の改定の特例措置に係る規定を適用する期間の終期を平成27年３月

末に繰り下げるとともに、年金額の改定の特例措置に基づく年金額の水準の
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適正化について、平成25年度及び平成26年度における適正化の割合を1.0％

に引き上げること。

二 児童扶養手当等の手当額の改定の特例措置に基づく手当額の水準の適正化

について、平成25年10月から平成27年３月分までの適正化の割合を0.7％に

引き上げること。

三 年金額の改定の特例措置の段階的な解消等に係る施行期日を平成25年10月

１日に繰り下げること。

○年金生活者支援給付金の支給に関する法律案（内閣提出、第180回国会閣法

第83号）要旨

本案は、高齢者や障害者等の生活を支援するため、公的年金等の収入金額と

一定の所得との合計額が一定の基準以下の老齢基礎年金の受給者に国民年金の

保険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎とした老齢年金生活者支援給付金

又は保険料納付済期間を基礎とした補足的老齢年金生活者支援給付金を、所得

の額が一定の基準以下の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に障害年金生

活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付金を支給しようとするものであり、

その主な内容は次のとおりである。

一 老齢年金生活者支援給付金及び補足的老齢年金生活者支援給付金

１ 国は、前年の公的年金等の収入金額と所得との合計額（以下「前年所得

額」という。）が老齢基礎年金満額を勘案して政令で定める額（以下「所

得基準額」という。）以下であること等の要件に該当する老齢基礎年金の

受給者に、老齢年金生活者支援給付金を支給するものとすること。

２ 老齢年金生活者支援給付金の額は、月額5,000円の給付基準額（年平均

の全国消費者物価指数の変動に応じて改定）を上限とする保険料納付済期

間に応じた額と、老齢基礎年金満額の６分の１相当額を上限とする保険料

免除期間に応じた額とを合算した額とするものとすること。

３ 国は、前年所得額が所得基準額を超え、かつ、所得基準額を勘案して政

令で定める額以下であること等の要件に該当する老齢基礎年金の受給者に、

補足的老齢年金生活者支援給付金を支給するものとし、その額は、２の額

からその者の前年所得額の逓増に応じ、逓減するように政令で定める額と

するものとすること。

二 国は、前年の所得が扶養親族等の有無及び数に応じて政令で定める額以下

の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、月額5,000円の給付基準額を
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基本とした障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援給付金をそれ

ぞれ支給するものとすること。

三 年金生活者支援給付金の額等については、低所得である高齢者等の生活状

況、低所得者対策の実施状況等を勘案し、総合的に検討が加えられ、その結

果に応じて所要の見直しを行うものとすること。

四 年金生活者支援給付金の支給に要する費用の財源は、社会保障の安定財源

の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する

等の法律の施行により増加する消費税の収入を活用して、確保するものとす

ること。

五 この法律は、一部を除き、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律附則第１条第２号

に掲げる規定の施行の日（平成27年10月１日）から施行すること。
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【安全保障委員会】

○自衛隊法等の一部を改正する法律案（内閣提出第５号）要旨

本案は、自衛隊の任務の円滑な遂行を図るため、航空自衛隊の航空総隊及び

航空支援集団の改編、防衛医科大学校の保健師及び看護師を養成する課程の新

設、日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における物品又は役務の相

互の提供に関する日本国政府とオーストラリア政府との間の協定等の実施に係

る規定の整備等を行うものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 航空自衛隊の航空総隊及び航空支援集団を改編すること。

二 防衛医科大学校は、保健師及び看護師である幹部自衛官となるべき者並び

に保健師及び看護師である技官となるべき者に対し４年間の教育訓練を行う

ものとすること。

当該教育訓練を修了した者に対し、一定の期間（６年間）勤続努力義務を

課すとともに、当該教育訓練の修了時以後初めて離職したときは、その修了

後６年以上の期間隊員として勤続していた場合を除き、原則として政令で定

める金額を国に償還しなければならないものとすること。

三 自衛隊の部隊等（以下「部隊等」という。）が国際緊急援助活動又は当該

活動を行う人員若しくは当該活動に必要な物資の輸送を行う場合において、

同一の災害に対処するために当該部隊等と共に現場に所在してこれらの活動

と同種の活動を行うアメリカ合衆国の軍隊に対し物品又は役務の提供を可能

にすること。

四 次に掲げるオーストラリアの軍隊（以下「豪州軍隊」という。）への物品

（武器・弾薬は含まない。）又は役務の提供を可能にすること。

１ 自衛隊及び豪州軍隊の双方の参加を得て行われる訓練に参加する豪州軍

隊

２ 天災地変その他の災害に際して、政府の要請に基づき災害応急対策のた

めの活動を行う豪州軍隊であって、災害又は原子力災害に派遣された部隊

等と共に現場に所在するもの

３ 部隊等が外国における緊急事態に際して邦人の輸送を行う場合において、

当該部隊等と共に現場に所在して当該輸送と同種の活動を行う豪州軍隊

４ 部隊等が国際緊急援助活動又は当該活動を行う人員若しくは当該活動に

必要な物資の輸送を行う場合において、同一の災害に対処するために当該

部隊等と共に現場に所在してこれらの活動と同種の活動を行う豪州軍隊

５ 連絡調整その他の日常的な活動のため、日本国内の自衛隊施設に一時的
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に滞在する豪州軍隊

６ 連絡調整その他の日常的な活動のため、オーストラリア内の豪州軍隊施

設に一時的に滞在する部隊等と共に現場に所在し、連絡調整その他の日常

的な活動を行う豪州軍隊

五 航空機乗員に支給する航空手当の上限額を引き上げること。

六 この法律は、別段の定めがあるものを除き、平成25年３月31日までの間に

おいて政令で定める日から施行すること。
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【議院運営委員会】

○国会議員の歳費及び期末手当の臨時特例に関する法律の一部を改正する法

律案（渡辺周君外４名提出、衆法第３号）要旨

本案は、我が国の厳しい財政状況に対処する必要性に鑑み、より一層の歳出

の削減が不可欠であることから、国会議員の定数削減による歳出の削減の状況

等を勘案し別に法律で定める日までの間において各議院の議長、副議長及び議

員の受ける歳費及び期末手当の臨時の特例を定めようとするもので、その主な

内容は次のとおりである。

一 この法律の施行の日から国会議員の定数削減による歳出の削減の状況等を

勘案し別に法律で定める日までの間における各議院の議長、副議長及び議員

の受ける歳費については、国会法第35条の規定にかかわらず、歳費月額から、

歳費月額に20％を乗じて得た額に相当する額を減ずること。

二 一に定める期間における各議院の議長、副議長及び議員の受ける期末手当

については、各議院の議長、副議長及び議員が受けるべき期末手当の額から、

当該額に20％を乗じて得た額に相当する額を減ずること。

三 この法律は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であ

るときは、その日）から施行すること。

四 平成24年５月から平成26年４月までの特例期間経過後における各議院の議

長、副議長及び議員の受ける歳費及び期末手当については、当該特例期間が

経過するまでの間に、国会議員の定数削減による歳出の削減の状況等を勘案

して検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとす

ること。
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【政治倫理の確立及び公職選挙法改正に関する特別委員会】

○衆議院小選挙区選出議員の選挙区間における人口較差を緊急に是正するた

めの公職選挙法及び衆議院議員選挙区画定審議会設置法の一部を改正する

法律案（細田博之君外２名提出、第180回国会衆法第27号）要旨

本案は、衆議院の小選挙区をめぐる現状に鑑み、平成22年の国勢調査の結果

に基づく衆議院の小選挙区の改定案（以下「今次の改定案」という。）の作成

に当たり、各小選挙区間における人口較差を緊急に是正するため、公職選挙法

及び衆議院議員選挙区画定審議会設置法の一部改正について定めるもので、そ

の主な内容は次のとおりである。

一 公職選挙法の一部改正

１ 衆議院議員の定数を475人とし、小選挙区選出議員を295人とすること。

２ 衆議院の小選挙区は、別に法律で定めること。

二 衆議院議員選挙区画定審議会設置法の一部改正

各都道府県の区域内の衆議院の小選挙区の数について、いわゆる「一人別

枠方式」を廃止すること。

三 今次の改定案の作成基準、勧告期限等の特例

１ 衆議院議員選挙区画定審議会（以下「審議会」という。）の行う今次の

改定案の作成に当たっては、各都道府県の区域内の衆議院の小選挙区の数

は、附則別表で定める数とすること（０増５減）。

２ 審議会の行う今次の改定案の作成は、次に掲げる基準によって行わなけ

ればならないものとすること。

 各小選挙区の人口は、人口の最も少ない都道府県の区域内における人

口の最も少ない小選挙区の人口以上であって、かつ、当該人口の２倍未

満であること。

 小選挙区の改定案の作成は、次に掲げる小選挙区についてのみ行うこ

と。この場合において、当該都道府県の区域内の各小選挙区の人口の均

衡を図り（⑴の小選挙区の改定案の作成の場合に限る。）、行政区画、

地勢、交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行うこと。

 の都道府県の区域内の小選挙区

 小選挙区の数が減少することとなる都道府県の区域内の小選挙区

 の基準に適合しない小選挙区

⑷ の小選挙区をの基準に適合させるために必要な範囲で行う改定

に伴い改定すべきこととなる小選挙区
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３ 審議会の行う今次の改定案に係る勧告は、この法律の施行の日から６月

以内においてできるだけ速やかに行うものとし、政府は、当該勧告に基づ

き、速やかに、法制上の措置を講ずるものとすること。

四 施行期日

この法律は、公布の日から施行すること。ただし、一は、一の２に規定す

る法律の施行の日から施行すること。

○公職選挙法の一部を改正する法律案（参議院提出、第180回国会参法第

36号）要旨

本案は、参議院選挙区選出議員の選挙区間において議員１人当たりの人口に

不均衡が生じている状況に鑑み、各選挙区において選挙すべき議員の数につき

是正を行おうとするもので、その内容は次のとおりである。

一 参議院選挙区選出議員の選挙区の定数の改正

参議院選挙区選出議員の各選挙区において選挙すべき議員の数を、次に掲

げる選挙区について改めること。

選挙区 議員数

福 島 県 ２人（現行４人）

神 奈 川 県 ８人（現行６人）

岐 阜 県 ２人（現行４人）

大 阪 府 ８人（現行６人）

二 検討

平成28年に行われる参議院議員の通常選挙に向けて、参議院の在り方、選

挙区間における議員１人当たりの人口の較差の是正等を考慮しつつ選挙制度

の抜本的な見直しについて引き続き検討を行い、結論を得るものとすること。

三 その他

１ この法律は、公布の日から施行すること。

２ この法律による改正後の公職選挙法の規定は、この法律の施行の日以後

その期日を公示される参議院議員の通常選挙並びにこれに係る再選挙及び

補欠選挙について適用するものとすること。
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Ⅳ 決議案

【委員会決議】

（決算行政監視委員会）

○東日本大震災復興予算の使途に関する決議

未曾有の被害をもたらした東日本大震災からの復旧・復興を早期に実現して

いくことは、喫緊の課題となっており、被害を受けた被災地の一刻も早い復興

のためには、復興に真に役立つ必要な施策を、被災地の要望に基づき、速やか

に実施しなければならない。このため、政府は、東日本大震災関係経費として、

平成23年度第１次から第３次の補正予算及び平成24年度予算において、将来の

増税による国民負担等を財源にして多額の予算を計上し、復興関連の各事業を

実施しているところである。

本委員会は、予算の計上及び執行の適正について徹底した検証を行うために

行政監視に関する小委員会を設置し、第180回国会閉会中の10月23日に同小委

員会を開会して、東日本大震災復興予算のうち、国内立地推進事業費補助金及

び中小企業組合等共同施設等災害復旧事業、地域医療提供体制の再構築、鯨類

捕獲調査安定化推進対策、東日本大震災に係る復旧・復興関連事業（道路関

係）、庁舎の耐震改修、アジア大洋州地域及び北米地域との青少年交流、被災

地域における再犯防止施策の充実・強化、国立霞ヶ丘競技場災害復旧事業につ

いて、集中的に討議し、その内容を精査した結果、被災地の事業再建や医療に

係る予算措置が円滑には執行されず、復興に支障が生じている一方で、被災地

以外を対象とした事業など被災地の復興に直接役立つものとは認められない事

業が、関係各省において様々な形で実施されていることが明らかになった。こ

れらの不適切な予算執行は、事業を所管する各省の被災地との関連が弱い事業

への予算要求と財務省の形式的な査定結果に加え、政務三役の監督不行き届き

から生じたものであり、次のとおり改善を求めるべきとの結論に至った。

政府は、この結論を重く受け止め、被災地の現状を的確に把握した上で、復

興庁の総合調整機能及び財務省による厳格な予算査定等を通じ、復興関連のす

べての事業を総点検し、優先順位及び予算の配分を抜本的に見直すべきである。

その上で、不適切と認められた予算の執行停止も視野に入れて、被災地に必要

かつ十分な支援が確実に届くよう最大限の努力をするよう求める。特に、被災

地において本格的に復興予算が必要になる際に、その財源が枯渇するような事

態は徹底して回避すべきである。また、必要があれば、その前提としての東日

本大震災復興基本方針の見直しにも躊躇すべきではない。さらに、東日本大震
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災が空前の規模であったことにかんがみ、現在被災地において喫緊の課題と

なっている地盤沈下対策や土地かさ上げに対する支援を十分に講じることなど

の必要な措置を前例にとらわれることなく検討、実施することを求める。また、

これらの反映状況につき講じた措置について、本委員会に対し平成24年度末ま

でに報告するよう求める。

なお、今回の小委員会においても、これまでの小委員会と同様、各省からの

資料提出や事業の説明姿勢は、不十分、不適切なものであった。徹底した反省

を行うとともに、改善し再発防止に取り組むべきである。

一 国内立地推進事業費補助金及び中小企業組合等共同施設等災害復旧事業

国内立地推進事業費補助金については、その経済波及効果、特に被災地に

対する詳細な定量的分析を厳密に行うとともに、補助の採択の審査基準を明

確化し、本補助金が真に被災地支援に資するものであるかどうかの説明責任

を果たすべきである。

中小企業組合等共同施設等災害復旧事業については、被災者からの要望に

対して十分対応可能となるよう必要な予算額を確保すべきである。また、事

業者の本格的な復興に長期間を要するとの事情を十分に踏まえ、複数年度に

わたる事業継続が可能となるよう、繰り越しの要件の緩和、都道府県に対す

る基金の造成等について検討すべきである。さらに、特に大きな被害を受け

た中小企業の申請者に対する支援体制の強化を図るべきである。

二 地域医療提供体制の再構築

医療施設等災害復旧費補助金の民間医療機関に対する補助要件の緩和と補

助対象の医療機器への拡充を早急に検討するとともに、医師等の人材確保へ

の対応を強化すべきである。また、地域医療再生基金については、既に再建

した民間医療機関に対しても遡及適用できるよう検討すべきである。さらに、

地域医療の復興に向けて、創意工夫によりまちづくりと一体になって行われ

ている取組に対しては積極的に後押しすべきである。

三 鯨類捕獲調査安定化推進対策

本事業については、被災地の鯨産業の復興に直接関連したものとは認めら

れず、復興予算として支出したことに疑問がある。にもかかわらず、農林水

産省による本事業の被災地の復興との関連性に係る説明が極めて不十分で

あったことは遺憾である。被災地の鯨産業に対する本事業の貢献について徹

底した検証を行うとともに、鯨産業復興のために真に政府が果たすべき役割

について再検討すべきである。
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四 東日本大震災に係る復旧・復興関連事業（道路関係）

道路に限らず、全国防災対策事業の予算措置に上限を設定することや全国

の防災事業と被災地の復興事業について予算区分上明確に切り分けることの

重要性を認識すべきである。今後被災地における復興予算が不足する事態を

防止するための方策として、全国防災対策事業については、復興財源の趣旨

を尊重し、緊急性等の観点から一層厳しく対応すべきである。

五 庁舎の耐震改修

本事業については、被災庁舎以外に復興財源を使用せず、緊急性等の観点

から一層厳しく対応することを検討すべきである。また、将来における倒壊

した被災地の自治体庁舎の建て替え費用の手当てについて十分な配慮を行う

べきである。さらに、本小委員会の討議の過程で、国土交通省の資料提出に

不手際が見られたことについては、十分に反省し改善すべきである。

六 アジア大洋州地域及び北米地域との青少年交流

本事業については、被災地の復興に直接関連したものとは認められず、復

興予算として支出したことに疑問がある。また、外務省において補助対象の

団体における具体的な交流の実施状況を即答できないなど、ガバナンスの欠

如が認められた。本事業が真に被災地の復興に資するものであったかについ

て真摯な検証を行うとともに、今後の青少年交流プロジェクトについては、

内容の改善、透明性の向上、効果的な風評被害対策の在り方の観点から、抜

本的な見直しを行うべきである。

七 被災地域における再犯防止施策の充実・強化

本事業については、復興予算として支出することの合理的な説明はなかっ

たことから、今後、復興予算での予算要求はやめるべきである。

右決議する。
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Ⅴ 通過議案概要一覧

（○は内閣提出、●は衆法又は参法）

委員会名 議 案 名 概 要 提出 成立

○国家公務員の退職給付の給付水

準の見直し等のための国家公務員

退職手当法等の一部を改正する法

律案（内閣提出第２号）

民間における退職給付の支給の実情に鑑み、退職手当の額を引き下げ

るとともに、公務員共済の職域加算額の廃止に伴う退職年金給付の導

入及び職域加算額の廃止に伴う経過措置を講ずる等の措置を講じよ

うとするもの。

11/ 2 11/16

総務
○地方公務員等共済組合法及び被

用者年金制度の一元化等を図るた

めの厚生年金保険法等の一部を改

正する法律の一部を改正する法律

案（内閣提出第３号）

公務員共済の職域加算額の廃止に伴う退職年金給付の導入及び職域

加算額の廃止に伴う経過措置を講ずる等の措置を講じようとするも

の。

11/ 2 11/16

財務金融

○財政運営に必要な財源の確保を

図るための公債の発行の特例に関

する法律案（内閣提出第１号）（修

正）

平成24年度の一般会計の歳出の財源に充てるため、同年度における特

例公債の発行に関する措置を定めるとともに、平成24年度及び平成25

年度において、基礎年金の国庫負担の追加に伴う費用の財源を確保す

るため、年金特例公債の発行に関する措置を定めるもの。

なお、平成24年度から平成27年度までの間の各年度における公債の発

行に関する特例措置等を定める等の修正を行った。

10/29 11/16

文部科学

○私立学校教職員共済法等の一部

を改正する法律案（内閣提出第４

号）

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律附則第２条の規定等を踏まえ、私立学校教職員共済制度

の職域加算額の廃止に伴う退職等年金給付の導入及び職域加算額の

廃止に伴う経過措置等のための規定の整備を行うもの。

11/ 2 11/16

厚生労働

○国民年金法等の一部を改正する

法律等の一部を改正する法律案

（内閣提出、第180回国会閣法第26

号）（修正）

年金特例公債の発行収入金を活用して、平成24年度及び25年度の基礎

年金国庫負担割合を２分の１とするとともに、老齢基礎年金等の年金

額の特例水準を解消する等の所要の措置を講ずるもの。

なお、年金額の特例水準の段階的な解消等に係る施行期日を平成25

年10月１日に繰り下げるとともに、年金額等の適正化の割合を変更す

る修正を行った。

（2012）

2/10
11/16
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委員会名 議 案 名 概 要 提出 成立

厚生労働

○年金生活者支援給付金の支給に

関する法律案（内閣提出、第180

回国会閣法第83号）

高齢者や障害者等の生活を支援するため、年金収入等が一定の基準以

下の老齢基礎年金の受給者等に対し、福祉的な給付として年金生活者

支援給付金を支給しようとするもの。

（2012）

7/31
11/16

安全保障
○自衛隊法等の一部を改正する法

律案（内閣提出第５号）

自衛隊の任務の円滑な遂行を図るため、航空自衛隊の航空総隊及び航

空支援集団の改編、防衛医科大学校の保健師及び看護師を養成する課

程の新設、日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における物

品又は役務の相互の提供に関する日本国政府とオーストラリア政府

との間の協定等の実施に係る規定の整備等を行うもの。

11/ 6 11/16

議院運営

●国会議員の歳費及び期末手当の

臨時特例に関する法律の一部を改

正する法律案（渡辺周君外４名提

出、衆法第３号）

我が国の厳しい財政状況に対処する必要性に鑑み、より一層の歳出の

削減が不可欠であることから、国会議員の定数削減による歳出の削減

の状況等を勘案し別に法律で定める日までの間における各議院の議

長、副議長及び議員の受ける歳費及び期末手当を各々20％減額するも

の。

11/15 11/16

●衆議院小選挙区選出議員の選挙

区間における人口較差を緊急に是

正するための公職選挙法及び衆議

院議員選挙区画定審議会設置法の

一部を改正する法律案（細田博之

君外２名提出、第180回国会衆法第

27号）

一票の較差を是正するため、いわゆる「一人別枠方式」を廃止し、小

選挙区の改定案作成に当たっての特例（０増５減、作成基準等）を定

めるもの。

（2012）

7/27
11/16

倫理選挙

●公職選挙法の一部を改正する法

律案（参議院提出、第180回国会参

法第36号）

参議院選挙区選出議員の選挙について、一票の較差を是正するため、

各選挙区において選挙すべき議員の数を改めるもの（４増４減）。

（2012）

8/28
11/16
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